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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第102期

第１四半期連結
累計期間

第103期
第１四半期連結
累計期間

第102期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 56,559 84,018 347,057

経常利益 (百万円) 694 3,180 13,078

四半期(当期)純利益 (百万円) 283 2,055 6,212

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 95 286 8,297

純資産額 (百万円) 121,704 129,146 129,366

総資産額 (百万円) 250,623 266,065 274,306

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 8.41 61.10 184.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.56 48.54 47.16

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴグループ(E02514)

四半期報告書

 2/16



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日～平成24年６月30日)のわが国経済は、東日本大震災の

復興需要などを背景に回復の兆しが見られるものの、電力の安定供給への懸念、欧州債務問題や円高の長

期化など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主力事業が含まれる自動車産業におきましては、東日本大震災によるサプライチェー

ンの断絶が払拭されたほか、エコカー政策による需要喚起も追い風となり、４月～６月の国内販売台数

(除軽)は約764千台(前年同四半期比60.3％増)、主要な市場である愛知県の登録台数におきましても、約

66千台(同78.0％増)と大幅に伸長いたしました。

このような状況のもと当社グループの連結業績は、前年同四半期において新車供給が滞ったことや、エ

コカー・メリットの積極的な訴求により需要を取り込むことで、新型ハイブリッド車のプリウスα、アク

アが増販に大きく寄与し、新車販売台数(除軽)は19,456台(同123.7％増)、軽自動車を含めた販売台数も

22,879台(同112.8％増)と市場の伸びをさらに上回る結果となりました。この結果、総売上高では84,018

百万円(同48.5％増)となり、利益面でも、割賦販売未実現利益及び手数料収入を含めた売上総利益は

17,625百万円(同21.1％増)、営業利益は2,672百万円(同608.9％増)、経常利益は3,180百万円(同358.0％

増)、四半期純利益は2,055百万円(同626.0％増)となりました。

　
報告セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメント利益は四半期連結損益計算書の営

業利益と調整を行っております。

① 自動車関連事業

自動車関連事業は上記の新車販売の他、中古車販売、サービス等も含めた売上高は78,922百万円(同

55.5％増)、セグメント利益は2,559百万円(同1,094.7％増)となりました。

　なお、新車販売台数(除軽)の会社別内訳は以下のとおりです。

愛知トヨタ自動車㈱ 8,470台 (前年同四半期比 4,639台増・ 121.1％増)

トヨタカローラ愛豊㈱ 4,896台 (　　同 2,752台増・ 128.4％増)

ネッツトヨタ愛知㈱ 3,147台 (　　同　 1,840台増・ 140.8％増)

ネッツトヨタ東海㈱ 2,603台 (　　同 1,456台増・ 126.9％増)

愛知スズキ販売㈱ 340台 (　　同 72台増・ 26.9％増)

また、愛知県の軽自動車市場は、約31千台(同70.5％増)となり、当社グループの軽自動車販売台数は

3,423台(同66.6％増)となっております。
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② 住宅関連事業

住宅関連事業につきましては、販売戸数が151戸(同13.2％減)となり、売上高は4,406百万円(同15.1％

減)、セグメント利益は51百万円(同66.3％減)と低調に推移いたしました。

　
③ 情報システム関連事業

情報システム関連事業につきましては、トヨタ自動車関連企業からのソフト開発の受託が増加し、売

上高は685百万円(同11.0％増)となり、セグメント利益は62百万円(同2.2％増)となりました。

　
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について

重要な変更はありません。

　
(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,497,000

計 77,497,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,171,051 35,171,051
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000
株であります。

計 35,171,051 35,171,051― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

― 35,171,051 ― 2,917 ― 25,819

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成24年３月31日の株主名簿により記載し

ております。

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　1,528,000

―
単元株式数は1,000株であ
ります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,350,000 33,350 同上

単元未満株式 普通株式    293,051 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 35,171,051 ― ―

総株主の議決権 ― 33,350 ―

　
② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱ＡＴグループ
名古屋市昭和区高辻町
６番８号

1,528,000― 1,528,000 4.34

計 ― 1,528,000― 1,528,000 4.34

(注)  平成24年６月30日現在における自己保有株式数は次のとおりであります。

(自己保有株式)

㈱ＡＴグループ　1,530,000株

　
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,545 1,896

受取手形及び売掛金 ※２
 31,407

※２
 23,890

割賦売掛金 67,699 68,578

リース投資資産 7,514 7,689

商品 15,390 16,469

仕掛品 2,254 2,138

貯蔵品 1,145 1,257

繰延税金資産 2,853 2,023

その他 7,761 8,649

貸倒引当金 △204 △198

流動資産合計 138,366 132,396

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 23,681 23,739

貸与資産（純額） 18,198 18,988

土地 47,257 47,257

その他（純額） 5,609 5,858

有形固定資産合計 94,745 95,844

無形固定資産 741 720

投資その他の資産

投資有価証券 28,283 25,527

繰延税金資産 5,981 6,059

その他 6,458 5,801

貸倒引当金 △271 △284

投資その他の資産合計 40,452 37,103

固定資産合計 135,939 133,668

資産合計 274,306 266,065
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 54,644 44,407

短期借入金 10,922 18,955

未払法人税等 3,648 323

賞与引当金 4,663 2,319

割賦利益繰延 12,389 12,547

その他 17,369 18,559

流動負債合計 103,638 97,114

固定負債

長期借入金 8,638 8,183

繰延税金負債 7,167 6,297

退職給付引当金 16,422 16,482

負ののれん 7,943 7,811

その他 1,129 1,030

固定負債合計 41,301 39,804

負債合計 144,939 136,918

純資産の部

株主資本

資本金 2,917 2,917

資本剰余金 29,214 29,214

利益剰余金 95,896 97,447

自己株式 △12,047 △12,049

株主資本合計 115,981 117,530

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,385 11,616

その他の包括利益累計額合計 13,385 11,616

純資産合計 129,366 129,146

負債純資産合計 274,306 266,065
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 56,559 84,018

売上原価 45,515 70,256

割賦販売未実現利益戻入額 12,011 12,389

割賦販売未実現利益繰入額 11,569 12,547

手数料収入 3,074 4,021

売上総利益 14,559 17,625

販売費及び一般管理費 14,182 14,952

営業利益 376 2,672

営業外収益

受取利息 25 24

受取配当金 245 305

負ののれん償却額 132 132

持分法による投資利益 － 52

その他 113 137

営業外収益合計 516 652

営業外費用

支払利息 81 98

持分法による投資損失 40 －

その他 76 46

営業外費用合計 198 144

経常利益 694 3,180

特別損失

固定資産廃棄損 1 －

投資有価証券評価損 163 －

特別損失合計 164 －

税金等調整前四半期純利益 529 3,180

法人税、住民税及び事業税 302 297

法人税等調整額 △56 826

法人税等合計 246 1,124

少数株主損益調整前四半期純利益 283 2,055

少数株主利益 － －

四半期純利益 283 2,055
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 283 2,055

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △187 △1,768

その他の包括利益合計 △187 △1,768

四半期包括利益 95 286

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 95 286

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の売上総利益は66百万円、営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益は80百万円それぞれ増加しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１  保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入債務等に対し、債務保証を行っております。
　

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

㈱アトラス 0百万円 ㈱アトラス 1百万円

一般顧客(リース契約に
係る債務)

259  〃
一般顧客(リース契約に
係る債務)

240  〃

従業員(住宅資金) 0  〃 従業員(住宅資金) 0  〃

住宅購入者(一般顧客)の
ためのつなぎ融資等

497  〃
住宅購入者(一般顧客)の
ためのつなぎ融資等

434  〃

計 758  〃 計 676  〃

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 281百万円 335百万円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、
第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負の
のれんの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 3,308百万円 3,436百万円

負ののれんの償却額 132  〃 132  〃

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 522 15平成23年３月31日 平成23年６月15日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 504 15平成24年３月31日 平成24年６月14日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注３)

自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

50,749 5,188 617 56,555 3 56,559 ― 56,559

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

15 27 397 440 148 588 △588 ―

計 50,764 5,216 1,015 56,995 151 57,147△588 56,559

セグメント利益 214 153 61 428 12 441 △64 376

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの保

証・集金代行の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△64百万円には、セグメント間取引消去25百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△206百万円、その他調整額116百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、その他調整額は

報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連
結損益計
算書計上
額(注３)

自動車関連

事業

住宅関連

事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

78,922 4,406 685 84,014 4 84,018 ― 84,018

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

13 245 338 598 147 745 △745 ―

計 78,936 4,652 1,024 84,612 151 84,764△745 84,018

セグメント利益 2,559 51 62 2,674 46 2,720 △47 2,672

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの保

証・集金代行の事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△47百万円には、セグメント間取引消去24百万円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用△255百万円、その他調整額183百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、その他調整額は

報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２．報告セグメントの変更等に関する事項
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会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、

当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「自動車関連」のセグメント利益が

79百万円増加し、その他のセグメントに与える影響は軽微であります。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 8円41銭 61円10銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 283 2,055

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 283 2,055

普通株式の期中平均株式数(株) 33,661,530 33,642,020

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

平成24年５月11日開催の取締役会において、剰余金の配当(期末)に関し、次のとおり決議しました。

(1) 配当金の総額 504百万円

(2) １株当たりの金額 15円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成24年６月14日

(注)　平成24年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成２４年８月６日

　

　

取 締 役 会　　御中
　

　

有限責任監査法人　 ト ー マ ツ
　

　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　㊞
　

　 　 　

　 　 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　崎　　裕　　司　　㊞
　

　 　 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社ＡＴグループの平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結
会計期間（平成２４年４月１日から平成２４年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２４年
４月１日から平成２４年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＴグループ及び連結子会社の平成
２４年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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